
 

札幌都心アクセス道路検討会（第１回） 

 

日 時：平成 28 年 12 月 19 日（月） 

   13 時 00 分～ 

場 所：TKP 札幌駅カンファレンスセンター 

   ２階カンファレンスルーム 

 

議 事 次 第 

 

１．開会 

 

２．議事 

（１）検討会の設置について 

 （２）これまでの取り組み等について 

 （３）今後の検討事項について 

 

３．閉会 

 

 

≪ 配布資料 ≫ 

  資料１：札幌都心アクセス道路検討会規約（案） 

資料２：北海道開発局資料 

  資料３：北海道提供資料 

  資料４：札幌市提供資料 

  資料５：今後の検討事項（案） 



 

札幌都心アクセス道路検討会規約（案） 
 

 

（ 名称 ） 

第１条 本会は「札幌都心アクセス道路検討会」（以下、「本会」という。）と称

する。 

 

 

（ 目的 ） 

第２条 北海道新幹線札幌延伸等を踏まえ、札幌都心部と高速道路とのアクセ

ス強化を図るため、関係機関の連携のもと、創成川通の課題解決方策に

ついて検討を行う。 

 

 

（ 組織 ） 

第３条 本会の構成員は、次のとおりとする。また、必要に応じて、追加するこ

とができる。 

    札幌市都市計画担当局長 

    北海道建設部長 

    北海道開発局建設部長 

 

 

（ 庶務 ） 

第４条 本会の庶務は、関係機関の協力を得て、北海道開発局において処理する。 

 

 

（ その他 ） 

第５条 本規約に定めるもののほか、必要な事項は会議に諮って決める。 

 

（ 附則 ） 

 この規約は、平成 28 年 12 月 19 日から施行する。 

資料１ 



 

北海道総合開発計画における位置づけ 
 

 

北海道総合開発計画（第８期計画）（平成 28 年３月 29 日 閣議決定）（抄） 

 第４章 計画主要施策 

  第１節 人が輝く地域社会の形成 

（１）北海道型地域構造の保持・形成に向けた定住・交流環境の維持増進 

 

⑤札幌都市圏 

札幌市は、北海道の人口の３分の１が集中し、周辺の地方公共団体を含めると、

200 万人を超える東京以北最大規模の都市圏を形成している。札幌市の人口は、

2015 年頃をピークに減少に転じると予測されているが、北海道の人口に占める

割合は増加し続け、2040 年頃には約４割に達すると見込まれている。 

札幌都市圏は、基礎圏域の一つとして、多くの人々の日常生活を支えているの

みならず、行政、経済等の面での北海道全体に及ぶ中枢管理機能や、研究、文化・

芸術等の面で他の基礎圏域では提供できない高次都市機能を担っている。北海

道内各地域から札幌都市圏への人口流出等により、人口や都市機能の面での札

幌一極集中が進んでいるが、一方、札幌都市圏が巨大なダム機能を発揮して、北

海道からの人口流出を抑制し、大規模な人口集積がなければ成立し得ない高次

都市機能を北海道にもたらしている、との見方もできる。札幌都市圏が担う中枢

管理機能・高次都市機能を北海道の発展のために不可欠なものと捉え、札幌都心

部の機能強化、北海道全域とつながる広域的な交流・連携機能の確保を通じて、

北海道全体を牽引するための環境整備を図ることが重要である。 

このため、北海道新幹線札幌延伸を見据えつつ、札幌都心部や駅等の交通結節

点周辺における交流拠点の整備、にぎわい・憩いの空間の創出、公共交通機関や

自転車の利用促進を通じた移動の利便性・快適性・回遊性の向上、無電柱化の推

進、自立分散型エネルギーシステムの整備等により、高次な都市機能がコンパク

トに集積した魅力ある都市空間の創出を図る。また、札幌都心部と全道各地を結

ぶ高規格幹線道路網とのアクセスの強化や骨格道路網の整備、空港・港湾の利用

促進等により、観光客の道内周遊促進を含め、広域的な交流・連携を強化する。 

資料２ 



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

第１回 札幌都心アクセス道路検討会
北海道提出資料

北 海 道

平成２８年１２月１９日

資料３



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons. 1

骨格道路網計画の考え方
●「都市圏コアと都市圏各拠点および道内各地との速達性の

向上」を目指す。
●「空港・港湾や、産業・流通・観光の各拠点間の連携強

化」を図る。
●これらの骨格道路網の形成は、既存道路を活用することを

基本としつつ、必要に応じて新たな整備や部分的な改良を
行うことで、実現していく。

【骨格道路網図】
『２高速・３連携・２環状・１３放射道路』

都心アクセス強化道路軸
• 「暮らし」、「活力」、「環境」の3つの視点で有効な道路

軸の形成を図るために、石狩方面（国道5号）、南区方面
（豊平川通）については、自動車の円滑性向上を重点的に
図る路線に位置づけるとともに、既存の骨格道路網や公共
空間の状況を勘案しつつ、あるべき都市圏の将来像で示し
た連携強化を図ります。

• 都市内の緑化空間・水辺空間を創造し、かつ歩行者・自転

車・公共交通への空間再構築を図るために、高速道路との
アクセス強化については国道5号を活用することとし、重
点的に機能強化を図ります。

・北海道と札幌市及び周辺の６市３町で構成する「道央都市圏総合都市交通体系調査協議会」で平成２２年３月に策定した「道央都
市圏都市交通マスタープラン」において、骨格道路網として「２高速・３連携・２環状・１３放射道路」を位置付け、特に創成川
通については、「都心アクセス強化道路軸」として、重点的に機能強化を図ることとしている。

道央都市圏マスタープランの経緯
・第１回策定（S52）

［骨格道路網］２高速･１環状･５大放射道路等
［高速道路アクセス］設定無

・第２回策定（S62）
［骨格道路網］２高速･２バイパス･2環状･13放射道路
［高速道路アクセス］設定無

・第３回策定（H9）
［骨格道路網］２高速･２連携･2環状･11放射道路
［高速道路アクセス］米里アクセス



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons. 2

北海道強靱化
の目標

● 大規模自然災害から道民の生命・財産と北海道の社会経済システムを守る

● 北海道の強みを活かし、国全体の強靱化に貢献する

● 北海道の持続的成長を促進する

道内における自然災害リスク 道外における自然災害リスク

地震津波
・太平洋沖(根室沖)海溝型地震

・日本海沿岸地震・津波

地震津波
・太平洋沖(根室沖)海溝型地震

・日本海沿岸地震・津波

火山噴火
９つの

常時観測火山

火山噴火
９つの

常時観測火山

異常気象
豪雨、暴風雨、
竜巻､豪雪、暴風雪

異常気象
豪雨、暴風雨、
竜巻､豪雪、暴風雪

首都直下地震

・建物全壊：約61万棟
・死 者 数：約23,000人

首都直下地震

・建物全壊：約61万棟
・死 者 数：約23,000人

南海トラフ地震

・建物全壊：約238.6万棟
・死 者 数：約323,000人

南海トラフ地震

・建物全壊：約238.6万棟
・死 者 数：約323,000人

30年以内 50％程度

30年以内 ７０％ 30年以内 ７０％程度

－道民の命を守り、国全体の強靱化に貢献－

カテゴリー リスクシナリオ

人命の保護

地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生

火山噴火・土砂災害による多数の死傷者の発生

大規模津波等による多数の死傷者の発生

異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生

積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大

情報伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大

救助・救急活
動等の迅速な
実施

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

被災地における医療・福祉機能等の麻痺

行政機能確保 道内外における行政機能の大幅な低下

ライフライ
ンの確保

エネルギー供給の停止

食料の安定供給の停滞

上下水道等の長期間にわたる機能停止

道外との基幹交通及び
地域交通ネットワークの機能停止

経済活動の
機能維持

サプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業
活動等の停滞

道内外における物流機能等の大幅な低下

二次災害の
抑制

ため池の機能不全等による二次災害の発生

農地・森林等の荒廃による被害の拡大

迅速な復
旧・復興等

災害廃棄物処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ

復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

「起きてはならない最悪の事態」２１のリスクシナリオ



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons. 3

◇住宅・建築物等の耐震化、老朽化対策の推進

◇津波避難体制、海岸保全施設の整備

◇火山噴火に備えた警戒避難体制整備

◇土砂災害対策の推進

◇洪水・内水対策の推進

◇暴風雪・豪雪対策の推進

◇関係機関情報共有、住民等への情報伝達体制強化

◇救助・救急、物資供給、医療支援体制の強化

◇行政の業務継続体制の整備

【リスク分散】
◇本社機能やデータセンター等の移転・立地促進
◇国内、海外との情報通信ネットワークの整備
【食料・エネルギー供給】
◇食料生産基盤の整備
◇道産農産物の産地備蓄の推進
◇再生可能エネルギーの導入拡大
◇送電網等の電力基盤の整備
【緊急支援】
◇広域応援・受援体制の整備

自然災害に対する

北海道自らの脆弱性を克服

◇北海道新幹線の整備 ◇道内交通ネットワークの整備 ◇空港、港湾の機能強化

６０の
施策

重点項目
３８

北海道の強靱化、全国の強靱化を支えるネットワーク整備

国全体の強靱化に貢献する

バックアップ機能の発揮

１２３の
施策

プログラム

●道内外の災害時において、
被災地への物資供給や人的
支援を迅速に行うために不
可欠な高規格幹線道路につ
いて、函館市、釧路市、北
見市など道内主要都市間の
ミッシングリンクの早期解
消に向けた取組を推進。

●災害時における広域交
通の分断を回避するため、

高規格幹線道路と
中心市街地を連結する
アクセス道路の整備を
はじめ、地域高規格道路
や緊急輸送道路、避難路
等の整備を計画的に推進。

強靱な北海道づくりのための施策

中心市街地

ア
ク
セ
ス
道
路

I C

－道民の命を守り、国全体の強靱化に貢献－















 

今後の検討事項（案） 

 

 

 ○ 広域的な視点での整備効果の整理  
 

  ・ 道央都市圏をはじめ全道への波及効果等を整理 

 

 

 ○ 創成川通の整備と合わせたまちづくりの検討  
 

  ・ 想定される整備形態を踏まえてまちづくり面の機能強化を検討 

 

 

 ○ 構造の概略検討  
 

  ・ まちづくり計画等の地域の意向を踏まえて道路の概略構造案

を検討 

 

 

 ○ 市民等とのさらなる認識共有  
 

  ・ 道路構造やまちづくりについて検討の進捗に応じて市民等と

の認識共有を深める取組みを実施 

 

 

 

資料５ 




